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第１章 総則

（目的）

第１条 この業務方法書は、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号。以下「通

則法」という ）第２８条第１項及び独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構の業務運。

営並びに財務及び会計に関する省令（平成１５年厚生労働省令第１４７号）第１条の規

定に基づき、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構（以下「機構」という ）の業務。

の方法について、基本的事項を定め、もってその業務の適正な運営に資することを目的

とする。

（業務の執行）

第２条 機構の業務は、通則法及び独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構法（平成１４

年法律第１６５号。以下「機構法」という ）並びに高年齢者等の雇用の安定等に関す。

る法律（昭和４６年法律第６８号。以下「高齢法」という 、障害者の雇用の促進等。）

に関する法律（昭和３５年法律第１２３号。以下「障害法」という ）等の関係法令に。

よるほか、この業務方法書に定めるところにより行う。

（業務運営の基本方針）

、 （ 、第３条 機構は 主務大臣の認可を受けた中期計画 当該計画を変更した場合にあっては

変更の認可を受けた中期計画とする ）によるほか、通則法及び機構法並びに関係法令。

に定めるところにより、業務の効率的かつ効果的な運営を期するとともに、その透明性

の確保に努め、もって高年齢者等及び障害者の職業の安定その他福祉の増進を図るとと

もに、経済及び社会の発展に寄与するものとする。

第２章 業務の方法
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（高年齢者等の雇用に係る給付金の支給業務）

第４条 機構は、機構法第１１条第１項第１号の業務として、高年齢者等（高齢法第４９

条第１項に規定する「高年齢者等」をいう。以下同じ ）の雇用機会の増大に資する措。

置を講ずる事業主又はその事業主の団体に対して、次の各号に掲げる給付金の支給業務

を行うものとする。

（１）雇用保険法施行規則（昭和５０年労働省令第３号。以下「雇保則」という ）第。

１０４条第１項に規定する定年引上げ等奨励金

（２）雇保則第１１０条の２第１項に規定する高年齢者等共同就業機会創出助成金

２ 前項各号に掲げる給付金の支給については、雇保則に規定するもののほか、機構が別

に定めるところにより行うものとする。

（給付金の返還）

第５条 機構は、前条第１項各号に掲げる給付金について、偽りその他不正の行為により

給付金の支給を受けた者がある場合には、支給した給付金の額に相当する額の全部又は

一部を返還させるものとする。

（高年齢者等の雇用に係る相談その他の援助業務）

第６条 機構は、機構法第１１条第１項第２号の業務として、次の各号に掲げる業務を行

うものとする。

（ ） （ 「 」 。）、１ 次のイ又はロに掲げる措置及び支援 以下 高年齢者雇用確保措置等 という

高年齢者等の雇入れ、配置及び職場への適応その他の雇用に関する事項の管理（以

下「高年齢者等雇用管理」という ）についての相談及び技術的援助を行うこと。。

イ 定年（６５歳未満のものに限る。以下このイにおいて同じ ）の引上げ、継続雇。

用制度（現に雇用している高年齢者が希望するときは、当該高年齢者をその定年後

も引き続いて雇用する制度をいう。以下同じ ）の導入又は改善その他の当該高年。

齢者の６５歳までの安定した雇用の確保を図るために必要な措置。

ロ ７０歳以上までの定年の引上げ又は継続雇用制度の導入 定年の定めの廃止等 ７、 「

０歳まで働ける企業」の普及促進を図るために必要な支援。

（２）高年齢者雇用確保措置等及び高年齢者等雇用管理に関し必要な知識及び技術を習

得させるための講習を行うこと。

（３）高年齢者雇用確保措置等及び高年齢者等雇用管理に関する必要な調査研究を行う

こと。

（ ） 、４ 高年齢者雇用確保措置等及び高年齢者等雇用管理に関する情報及び資料を収集し

及び提供すること。

２ 機構は、前項各号に掲げる業務を行った場合には、適正な基準に従って定める額の手

、 。数料及び必要な実費を徴収し 又は必要な経費の負担を求めることができるものとする

３ 機構は、第１項第１号に掲げる業務の一部を行うため、高年齢者雇用アドバイザー及

び７０歳雇用支援アドバイザーを設置するものとする。

（高齢期の職業生活設計に係る助言又は指導業務）

第７条 機構は、機構法第１１条第１項第３号の業務として、次の各号に掲げる業務を行

うものとする。

（１）高齢期における職業生活の設計についての相談及び援助を行うこと。

（２）高齢期における職業生活の設計に関し必要な知識及び技術を習得させるための講
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習を行うこと。

（３）高齢期における職業生活の設計に関する情報及び資料を収集し、及び提供するこ

と。

２ 機構は、前項各号に掲げる業務を行った場合には、適正な基準に従って定める額の手

、 。数料及び必要な実費を徴収し 又は必要な経費の負担を求めることができるものとする

（障害者職業センターの設置運営業務）

第８条 機構は、機構法第１１条第１項第４号の業務として、障害法第１９条第１項に規

定する障害者職業センター（同項各号に掲げる障害者職業総合センター、広域障害者職

業センター及び地域障害者職業センターをいう ）の設置及び運営の業務を行うものと。

する。

２ 前項の業務の実施については、障害法第２０条から第２６条まで及び障害者の雇用の

促進等に関する法律施行規則（昭和５１年労働省令第３８号。以下「障害法施行規則」

という ）第４条の２から第４条の５までに規定するもののほか、機構が別に定めると。

ころにより行うものとする。

（障害者職業能力開発校の運営業務）

第９条 機構は、機構法第１１条第１項第５号の業務として、職業能力開発促進法施行規

則（昭和４４年労働省令第２４号）第８条第２項に規定する中央障害者職業能力開発校

及び吉備高原障害者職業能力開発校の運営の業務を行うものとする。

２ 前項の業務は、職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）第５条第１項の職業

能力開発基本計画、同法第７条第１項の都道府県職業能力開発計画及び同法第１５条の

７の職業訓練実施計画を踏まえて行うものとする。

３ 職業訓練（求職者に対して行うものを除く ）に要する費用は、訓練課程ごとに適正。

な基準に従って定める額を徴収するものとする。

４ 第１項の業務の実施については、職業能力開発促進法その他の関係法令に規定するも

ののほか、機構が別に定めるところにより行うものとする。

（納付金関係業務等）

第１０条 機構は、機構法第１１条第１項第６号の業務として、次に掲げる業務を行うも

のとする。

（１）障害法第５０条第１項に規定する障害者雇用調整金（次条第１項及び第１２条に

おいて「調整金」という ）の支給。

（２）障害法第４９条第１項第２号から第８号までの助成金（障害法第７３条第１項又

は第７４条第１項に基づく業務として行われるものを含む。次条第２項及び第１２

条において「助成金」という ）の支給。

（３）障害法第４９条第１項第８号の２に規定する障害者の技能に関する競技大会に係

る業務（障害法第７３条第１項及び第７４条第１項に基づく業務として行われるも

のを含む ）。

（４）障害者の雇用に関する技術的事項についての研究、調査若しくは講習の業務又は

障害者の雇用について事業主その他国民一般の理解を高めるための啓発の業務とし

て次に掲げる業務（障害法第７３条第１項及び第７４条第１項に基づく業務として

行われるものを含む。次条第３項において「研究調査業務等」という ）。

イ 業種、障害の態様、就労形態等に応じた障害者の職域拡大及び雇用管理に係る
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研究調査を行うこと。

ロ イの成果の活用等により、障害者の職域拡大及び雇用管理に関する事業主への

情報提供、相談及び援助を行うこと。

ハ 障害法第７９条第１項に規定する障害者職業生活相談員資格認定講習を実施す

ること。

ニ ハに掲げるもののほか、事業所において障害者の雇用に関する業務を担当する

者等に対し、障害者の雇用に関する技術的事項についての講習を行うこと。

、 。ホ 各種行事の開催 各種媒体の活用等による障害者雇用に関する啓発を行うこと

ヘ 就労支援機器等の普及啓発を行うこと。

（５）障害法第５３条第１項に規定する障害者雇用納付金（次条第４項において「納付

金」という ）の徴収。

（６）障害法第７４条の２第１項に規定する在宅就業障害者特例調整金（次条第５項及

び第１２条において「特例調整金」という ）の支給。

（７）前各号の業務に附帯する業務

２ 機構は、当分の間、機構法附則第５条第１項第１号の業務として、障害法附則第４条

第３項に規定する報奨金（次条第６項及び第１２条において「報奨金」という ）及び。

同条第４項に規定する在宅就業障害者特例報奨金 次条第７項及び第１２条において 特（ 「

例報奨金」という ）の支給を行うことができるものとする。。

、 、 、第１１条 調整金の支給については 障害法第４９条第１項第１号及び第２項 第５０条

第５２条第２項、第６９条、第７２条、附則第４条第１項及び附則第５条第１項、障害

者の雇用の促進等に関する法律施行令（昭和３５年政令第２９２号。以下「障害法施行

令」という ）第１４条から第１６条まで並びに障害法施行規則第１５条、第１６条及。

び第３３条に規定するもののほか、機構が別に定めるところにより行うものとする。

２ 助成金の支給については、障害法第５１条、第５２条第２項、第７３条及び第７４条

並びに障害法施行規則第１７条から第２２条の５までに規定するもののほか、機構が別

に定めるところにより行うものとする。

３ 研究調査業務等の実施については、障害法第５２条第２項及び第４９条第１項第９号

並びに障害法施行規則第２３条から第２５条の２までに規定するもののほか、機構が別

に定めるところにより行うものとする。

４ 納付金の徴収については、障害法第５２条第１項、第３章第２節第２款、第６９条、

第７２条、附則第４条第１項及び附則第５条第１項、障害法施行令第１７条から第１９

条まで並びに障害法施行規則第２６条から第３３条までに定めるもののほか、機構が別

に定めるところにより行うものとする。

５ 特例調整金の支給については、障害法第５２条第２項、第７４条の２、第７４条の３

及び附則第４条第１項並びに障害法施行令第２０条から第２６条まで並びに障害法施行

規則第３５条から第３６条の１４までに定めるもののほか、機構が別に定めるところに

より行うものとする。

６ 報奨金の支給については、障害法第５２条第２項、附則第４条第２項、第３項、第７

項から第１０項まで及び附則第５条第１項並びに障害法施行令附則第９項及び第１０項

並びに障害法施行規則附則第２条及び第３条に定めるもののほか、機構が別に定めると

ころにより行うものとする。
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７ 特例報奨金の支給については、障害法第５２条第２項、附則第４条第２項及び同条第

４項から第９項まで並びに障害法施行令附則第９項及び第１０項並びに障害法施行規則

附則第３条の２及び第３条の３に定めるもののほか、機構が別に定めるところにより行

うものとする。

（調整金等の返還）

第１２条 機構は、調整金、助成金、特例調整金、報奨金及び特例報奨金について、偽り

その他不正の行為によりこれらの支給を受けた者がある場合には、支給した額に相当す

る額の全部又は一部を返還させるものとする。

２ 助成金については、前項に定めるもののほか、支給に当たって支給の条件を付された

場合であって、当該支給の条件に違反したときは、支給した額に相当する額の全部又は

一部を返還させるものとする（当該助成金の支給に係る障害者の責めに帰すべき理由に

よる解雇その他のやむを得ない理由によるものと機構が認めた場合を除く 。。）

（附帯業務）

第１３条 機構は、機構法第１１条第１項第７号の業務として、同項第１号から第６号ま

でに掲げる業務に関する広報、調査その他の業務に附帯する業務を行うものとする。

２ 機構は、当分の間、機構法附則第５条第１項第２号の業務として、同項第１号に掲げ

、 。る業務に関する広報 調査その他の業務に附帯する業務を行うことができるものとする

第３章 業務の受託及び委託

（業務の受託）

第１４条 機構は、国その他の団体等の業務を受託できるものとする。

２ 前項の受託は、機構法第１１条第１項各号並びに機構法附則第５条第１項各号及び第

２項各号に掲げる業務の範囲内において、その業務に支障のない場合に限り行うものと

する。

第１５条 機構は、前条の定めるところにより業務を受託しようとするときは、当該業務

を委託しようとする者と業務の受託に関する契約を締結するものとする。

（受託契約）

第１６条 前条の契約においては、次の事項を定めるものとする。

（１）受託する業務の目的

（２）受託する業務の実施の方法

（３）受託する業務の実施に係る経費

（４）知的財産権の取扱い

（５）その他必要な事項

（業務の委託）

第１７条 機構は、機構法第１２条第１項の規定に基づき、第４条、第１０条第１項第１

号、第２号、第５号及び第６号並びに第２項の業務の一部を、高年齢者等又は障害者の

雇用の促進及びその職業の安定に係る事業を行う法人又は金融機関に委託することがで

きる。

第１８条 機構は、前条に規定するもののほか、業務の効率的実施のため、その業務の一

部を前条の法人その他の当該業務を的確に行う能力を有する者に委託することができ
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る。

第１９条 機構は、業務を委託しようとするときは、受託者と業務の委託に関する契約を

締結するものとする。

（委託契約）

第２０条 前条の契約においては、次の事項を定めるものとする。

（１）委託の目的

（２）委託の実施の方法

（３）委託に係る経費

（４）その他必要な事項

第４章 契約の方法

（契約方式）

第２１条 機構は、売買、貸借、請負その他の契約を締結する場合には、第２３条又は第

２４条の規定により指名競争契約又は随意契約に付することができる場合を除き、公告

して申込みをさせることにより一般競争入札により契約を締結するものとする。

（一般競争）

第２２条 機構は、一般競争入札により契約を締結しようとするときは、次に掲げる事項

を公告して申込みをさせることにより行うものとする。

（１）一般競争入札に付する事項

（２）一般競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項

（３）一般競争入札執行の日時及び場所

（４）入札保証金に関する事項

（指名競争）

第２３条 機構は、次の各号のいずれかに該当する場合には、指名競争入札により契約を

締結することができるものとする。

（１）契約の性質又は目的により競争に加わる者が少数で一般競争入札によることが適

当でないと認められるとき

（２）一般競争入札により契約を締結することが不利と認められるとき

（３）契約の予定価格が少額であるとき

（随意契約）

第２４条 機構は、次の各号のいずれかに該当する場合には、随意契約によることができ

るものとする。

（１）契約の性質又は目的により一般競争入札及び指名競争入札（以下「競争入札」と

いう ）によることが適当でないと認められるとき。

（２）緊急の必要により競争入札により契約を締結することができないと認められると

き

（３）競争入札により契約を締結することが不利と認められるとき

（４）契約の予定価格が一定額以下の少額であるとき

（５）競争入札を行った場合において、入札者がないとき

（６）競争入札を行った場合において、再度入札を行っても落札者がないとき
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（７）その他、業務運営上、随意契約によることが特に必要であると認められるとき

（落札）

第２５条 競争入札は、第２２条第２号に掲げる入札資格のない者による入札又は入札に

関する条件に違反した入札を除き、予定価格の制限内の入札で最低又は最高の価格によ

るものを落札とする。

２ 同価の入札をした者が２人以上あるときは、抽選により落札者を定めなければならな

い。

（契約の解除）

第２６条 機構は、次の各号のいずれかに該当する場合には、契約を解除しなければなら

ない。ただし、契約の存続が機構の利益に適合すると認められる場合は、この限りでな

い。

（１）正当な理由がなく契約期間内に履行を完了しなかったとき、又は履行完了の見込

みがないとき

（２）契約の履行につき不正行為があったとき

（３）前２号に掲げるもののほか、機構の都合により必要と認められるとき

２ 機構は、前項の規定により契約を解除したときは、遅滞なく相手方に通知しなければ

ならない。

（契約の特例）

第２７条 １９９４年４月１５日マラケシュで作成された政府調達に関する協定を実施す

るため機構の締結する契約のうち当該協定の適用を受けるものに関する事務の取扱につ

いては、別に定める。

（会計規程への委任）

第２８条 この章に定めるもののほか、入札保証金その他の機構が行う契約に関して必要

な事項は、通則法第４９条の規定による規程で定める。

第５章 業務の成果の普及等の方法

（国等への協力）

第２９条 機構は、国、地方公共団体、公益法人、営利法人その他の団体等の求めに応じ

て、その団体等の設置する委員会等に役職員を参画させることができる。

（成果の普及）

第３０条 機構は、次の各号に掲げる方法により、業務の成果の普及を図るものとする。

（１）業務の成果に関する報告書を作成し、これを頒布すること

（２）業務の成果を機構のホームページに掲載して、提供すること

（３）調査研究の成果に関する技術指導を行うこと

（４）その他事例に応じて最も適当と認められる方法

２ 機構は、前項の業務を行うときは、別に定めるところにより、適正な対価を徴収する

ことができる。

（知的財産権の確立等）

第３１条 機構は、調査研究等から得られた知的財産権の実施を許諾し、又は譲渡するこ

と等により、研究成果の普及を効果的に推進する。

7



２ 機構は、前項の業務を実施するために、次の事項を定めなければならない。

（１）知的財産権の実施を許諾するための基準

（２）知的財産権の譲渡をするための基準

（３）その他必要な事項

３ 機構は、第１項の許諾又は譲渡に当たっては、別に定めるところにより、適正な対価

を徴収することができる。

第６章 施設等の貸与

第３２条 機構は、機構の業務の実施に支障がない範囲において、別に定めるところによ

り、機構の施設等の一部を他の者に貸与することができるものとする。

２ 前項の貸与を実施するときには、別に定めるところにより、適正な対価を徴収するこ

とができる。

第７章 業務運営に関する事項の公表の方法

第３３条 機構は、別に定めるところにより、機構の業務運営に関する重要な事項につい

て、官報への公告、機構のホームページへの掲載その他当該事項の性質により適当と認

められる方法により公表するものとする。

附 則

（施行期日）

第１条 この業務方法書は、通則法第２８条第１項の規定により厚生労働大臣の認可を受

けた日から施行し、平成１５年１０月１日から適用する。ただし、第９条第２項中職業

能力開発促進法第１５条の７の職業訓練実施計画に関する部分は、平成１６年３月１日

から適用する。

（旧業務方法書等の廃止）

第２条 日本障害者雇用促進協会障害者雇用納付金関係業務方法書（昭和６０年業務方法

書第１号 、日本障害者雇用促進協会障害者雇用継続助成金関係業務方法書（昭和６２）

年業務方法書第２号 、日本障害者雇用促進協会障害者職業能力開発校関係業務方法書）

（昭和６３年業務方法書第３号）及び日本障害者雇用促進協会障害者職業センター関係

業務方法書（昭和６３年業務方法書第４号）並びに雇用安定事業関係業務規程（昭和６

１年規程第９号 （以下「旧業務方法書等」という ）は、廃止する。） 。

（旧業務方法書等の廃止に伴う経過措置）

第３条 旧業務方法書等の規定によりした手続その他の行為は、この業務方法書の相当す

る規定によりした手続その他の行為とみなす。

第４条 平成１５年１０月１日前に支給事由の生じた継続雇用制度奨励金、多数継続雇用

助成金、高年齢者雇用環境整備奨励金及び定年延長等職業適応助成金並びに障害者作業

施設設置等助成金、重度障害者通勤対策助成金、重度障害者多数雇用事業所施設設置等

助成金、障害者雇用支援センター助成金及び重度障害者特別雇用管理助成金の支給につ

いては、なお従前の例による。

8



附 則（平成１６年３月２６日業務方法書第２号）

（施行期日）

第１条 この業務方法書は、平成１６年４月１日から施行する。

（在職者求職活動支援助成金の廃止に伴う経過措置）

第２条 平成１６年４月１日前に支給事由の生じた在職者求職活動支援助成金の支給につ

いては、なお従前の例による。

附 則（平成１７年４月１日業務方法書第１号）

（施行期日）

第１条 この業務方法書の変更は、平成１７年４月１日から施行する。

（移動高年齢者等雇用安定助成金の廃止に伴う経過措置）

第２条 平成１７年４月１日前の日における雇入れに係る移動高年齢者等雇用安定助成金

の支給については、なお従前の例による。

附 則（平成１７年９月３０日業務方法書第２号）

（施行期日）

第１条 この業務方法書の変更は、平成１７年１０月１日から施行する。

（障害者雇用継続助成金の廃止に伴う経過措置）

第２条 平成１７年１０月１日前に支給事由の生じた障害者雇用継続助成金の支給に

ついては、なお従前の例による。

附 則（平成１８年３月３１日業務方法書第３号）

（施行期日）

この業務方法書の変更は、平成１８年４月１日から施行する。

附 則 （平成１９年４月２３日業務方法書第１号）

（施行期日）

第１条 この業務方法書の変更は、平成１９年４月２３日から施行し、平成１９年４月１

日から適用する。

（継続雇用定着促進助成金の廃止に伴う経過措置）

第２条 平成１９年４月１日前に支給事由の生じた継続雇用定着促進助成金の支給につい

ては、なお従前の例による。

附 則（平成２０年３月３１日業務方法書第２号）

（施行期日）

この業務方法書の変更は、平成２０年４月１日から施行する。

附 則（平成２２年７月１日業務方法書第１号）

（施行期日）

この業務方法書の変更は、平成２２年７月１日から施行する。
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